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Schedule

1月23日 男女共同参画宣言都市奨励事業（茨城県守谷市）

1月30日 男女共同参画宣言都市奨励事業（沖縄県宜野湾市）

2月13日 男女共同参画フォーラム（広島県）

2月20日 男女共同参画宣言都市奨励事業（愛知県江南市）

3月1日～12日 第 54 回国連婦人の地位委員会（CSW,「北京＋ 15」）・（ニューヨーク）

3月6日 男女共同参画宣言都市奨励事業（島根県江津市）

3月8日 国際女性の日

3月10日 農山漁村女性の日（主唱：農林水産省）

� �

年頭ごあいさつ　New Year Greeting

　新年明けましておめでとうございます。
　昨年は、政権交代が実現した歴史的な年でした。いのちと暮らしを大切にする
政治、人を大切にする政治が始まっています。今年は、政権交代の果実を国民の
皆さんに実感していただく1年にしたいと考えております。私が担当している男
女共同参画や子育て支援についても、大きな成果を得るため、一所懸命頑張って
まいります。
　出産、保育サービスを含めた総合的なビジョンである「子ども・子育てビジョ
ン（仮称）」を策定し、子どもを産み育てることに夢を持てる社会をつくってま
いります。男女共同参画については、今後5年間の政策の方向を決定する、第3次
基本計画を取りまとめる重要な年です。経済社会情勢の変化や課題にしっかりと
対応し、一人ひとりが生き生きと暮らせる社会を実現できる、そして、多くの人
に自分の課題でもあると感じていただける、基本計画を作っていきたいと思いま
す。
　本当に重要な一年を、大臣として迎え、身の引き締まる思いです。男女共同参
画を盛り上げ、そして、皆さんが幸せに暮らせる社会の礎を築いていく、それが
今年の私の夢であり、皆さんと共に目指す目標です。一緒に頑張りましょう。

主な予定

内閣府特命担当
大臣（男女共同
参画担当）
福島みずほ氏

Fukushima Mizuho
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福島　今日は、よろしくお願いしま
す。
　さて、昨年は女性差別撤廃条約採
択30周年、男女共同参画社会基本法
制定10周年の記念すべき年でした。
この10年を振り返り、お感じになっ
ていることをお話しください。
樋口　大変な節目のときであると思
います。10年前に男女共同参画社会
基本法の策定に私も関わらせていた
だきましたが、期待以上の内容の法
律ができたととても喜んでおりまし
た。しかし、やはりそう簡単に一筋
縄でいくものではなくて、花も嵐も
あった10年間でしたね。
　最初、ちょっと堅苦しい言葉かな
と思った「男女共同参画」という言
葉も、調査をするたびに知名度も伸
びていって、そしてむしろ男女がと
もに参画、男女同権とか男女平等と
いうよりも男女がともに社会を作っ
ていく、社会形成者としての平等を
ということがこの言葉の中に込めら
れて、それが広がっているというこ
とは大変いいことと思います。一方、
意外な抵抗がまだ日本の隅々に強く
残っているということも思いあたり
ました。
　そういう中で、私はこの間の女性
の変化はやはり30年前の女性差別
撤廃条約が非常に大きな役目を果た
したと思います。これをきっかけに
国籍法も変わりましたし、家庭科の
男女共修が実現しました。
　一番の難問と言われた男女雇用機
会均等法がひ弱な姿でありながら、

今につながるきちんとした一歩を印
してくれて、戦後といっても特にこ
の30年の変化は大きいのではない
でしょうか。
福島　大きいと思います。やはり、
均等法も随分、バージョンアップし
てきましたし、私自身も国会議員に
なって、特に女性の国会議員で力を
合わせて、与野党を問わず、議員立
法で配偶者暴力防止法をつくった
り、この間、児童虐待防止法ができ
たり、その意味では日本の中も随
分、立法も含めて、現実も含めて変
わってきたことをとても実感してい
ます。
樋口　そうですね。法律や制度がで
きることはやはり大切で、「法は世
につれ、世は法につれ」と思います。
法や制度ができたことを通して、今
まで社会の片隅に埋没していたいろ
んな問題が可視化、「見える化」さ
れます。
福島　女性への暴力がまさにそう
で、夫婦間の暴力なんてと思われて
いたのが「見える化」、可視化されて、
保護命令などの仕組みをつくること
につながりました。1993年に国連
が女性への暴力撤廃宣言を出し、北
京の行動綱領で女性への暴力が大き
く取り上げられ、セクシュアルハラ
スメントの裁判も動き、均等法にセ
クシュアルハラスメントの防止が企
業の責任だというのが入りました。
樋口　法律や制度を策定していくプ
ロセスに女性がどれだけ参画してい
るかということは最も重要の課題で

す。流行語新語大賞に「セクハラ」
が取り上げられたのが’89年。昔な
ら日常茶飯事と思われていたことが
立件されて、裁判で勝ちました。そ
のときの弁護士のほとんどは女性で
した。つまり、法曹の場に、女性が
大勢進出してきたことがやはり事
実のもう1つの側面に光を当てたと
いうことではないでしょうか。私が
若いころは「夫のげんこつは愛のむ
ち」。あるいは「夫婦げんかは犬も
食わず」、セクシュアルハラスメン
トは「職場の潤滑油」なんて言われ
ていましたからね。
福島　「あなたが魅力的だからよ」
と言われていましたよね。私の大学
時代は、「気をつけよう。甘い言葉
と暗い道」と女性に対して警告を発
していたのが、現在は「痴漢は人権
侵害です。」「痴漢は犯罪行為です。」
「私は痴漢を許さない」でしょう。
加害者に対して警告を発するように
なった。
　また、私は弁護士の仕事を通じて、
内縁の妻がどう裁かれているか、結
婚がどう裁かれているか、女の子と
男の子で交通事故などの際の損害賠
償請求額算出において逸失利益が違
う。特に性暴力の判決を見ると、や
はり女性の側が何で逃げなかったの
かとか、泣いているのに合意があっ
たと言われるようなところがあった
りする判決を見てきました。でも、
今は随分変わりましたよね。
樋口　変わりました。それは男性の
専門家・有識者の功績も大きい。変

特別対談　福島みずほ大臣 樋口恵子氏
女子差別撤廃条約採択30周年、男女共同参画社会基
本法制定10周年に寄せて

特集1
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わったものは大きく変わりました
が、にもかかわらず、私は何も変わっ
ていないという言い方もできると思
うのです。一つは国際的に見た変化
の程度の問題です。確かに変化は認
めるけれど、その程度が諸外国と比
べてみると、余りにも程度が浅過ぎ、
スピードが遅すぎます。他の国は全
く同じ期間にもっと、大チェンジと
言えるほど大きく変わっています。
女性の国会議員にしても他の国は実
質的に女性を大勢出すような仕組み
をつくっている。少しずつ日本の女
性国会議員が増えても、世界で比較
すると順位は常に落ちていく方向に
いる。日本は先進国であり、女性が
高学歴な国でありながら、女性の社
会参画は進まない例外的な不思議な
国であるということですね。
　『ネイチャー』という有名なイギ
リスの科学雑誌がありますが、2009
年8月号にアメリカの大学の研究発
表でこんな記事がありました。他の
先進国はみんなどこの国も子だくさ
ん社会から離陸すると、少子社会に
なる。けれども、男女共同参画的政
策により歯どめがかかって、また出
生率は上昇に転じていく。フランス
はその典型でしょうし、北欧諸国も
そうでしょう。ところが、その分析
によると歯どめがかからない例外的
な国が3か国あって、日本と韓国と、
なぜかもう一つはカナダであると。
　つまり他の国はいったん子どもの
数は減るけれども、人口の激変を緩
和する程度の出生率が保たれている

のは、やはりそこで女性の社会参画
をしっかり支える政策がとられて出
生率が向上しているということで
す。
　我が国では、均等法ができて、さ
らに育児介護休業法が整って、特に
育児介護休業法はバージョンアップ
しているにもかかわらず、必ずしも
女性の就労継続に目立って貢献して
いない。働く女性の7割が出産で辞
めていく。これは今日まで変わって
いません。
福島　私は、日本のM字型雇用を変
えたいと思っています。つまり、いっ
たん、子どもを持つと労働市場から
排除されてしまう。もう一回、再就
職するときはどうしても労働条件が
悪くなってしまうような状況を変え
るということです。一つはやはり子
どもを持つことが負担にならない
ような社会をつくること。そのため
に、子ども手当の創設と保育所、学
童クラブの充実を行う。二つ目は、
育児介護休業などをもっと取りやす
くし、企業の現場を
変えることが必要で
す。
樋口　今まで不十分
だったのは、やはり
企業への働きかけ
だったと思っていま
す。確かに企業が利
益を生んでくれなけ
れば日本経済が成り
立ちませんから、企
業を大切にすること

は私も全くやぶさかではありません
が、次の世代が生まれにくくて、次
の世代の消費者と労働者が育たな
いということでは企業も困るでしょ
う。働き方、働かせ方を会社の側が
少し変えていただかないと、と思っ
ています。私は、そういう日本の文
化的風土、社会システムを少しずつ
であろうと方向性を示して是正して
いく。それが結果として21世紀の
世界の変化に対応する道であろうと
思っています。
福島　そうですね。選択的夫婦別姓
制度についても、まだ女性が本当に
名前を変えて困っている現状がなか
なか広まっていないと感じます。
樋口　医師など専門職の方は免許を
書き換える必要があり、しかも役所
の時間内に届けなさいなどと言うの
です。パスポートや振込口座の問題
もあります。
福島　そうですね。私も国立大学の
教授が戸籍名を強制しないでほし
い、ずっと通称を使わせてほしいと

女性差別撤廃条約採択 30 周年及び男女共同参画社会基本法制定 10 周年を
踏まえ、男女共同参画社会の今後の展望について、樋口恵子 NPO 法人高
齢社会をよくする女性の会理事長と福島みずほ内閣府特命担当大臣（男女
共同参画）とのスペシャル対談を行いました。
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いう裁判を1988年11月28日、東京
地裁に提起し、東京高裁で和解が成
立しましたが、本当にたいへんでし
た。
樋口　家族の絆が壊れるとか、それ
から、ちょうど介護保険が論議され
ているときだったものですから、嫁
がしゅうとを介護しなくなるとか、
そんな反論がありましたね。しかし、
時代と家族の実態は夫婦別姓とは関
係なく、変わり続けています。時間
の経過は、夫婦別姓でもお姑さんと
仲のいい福島さんたちのような人の
存在を明らかにしてきました。
　キング牧師の「アイ・ハブ・ア・
ドリーム」という演説があるでしょ
う。　「ドリーム」の中身は、奴隷だっ
た人の子孫と奴隷を使っていた人の
子孫が同じテーブルに着いてこの国
の将来を語りたいということだそう
ですが、それはもうとっくに実現し
てしまっているわけです。私は、男
女共同参画は人類社会の未来の正義
にかない、共感する人が必ず増える
だろうと思います。時代は男女共同
参画に味方をしています。一つは国
際条約に基づいた国際基準であると
いうこと。もう一つは、人類が始まっ
て以来の長寿社会を迎えていること
です。
　長寿社会は人間の文化の根底を揺
るがす事態です。昔から人類は、ずっ
と人間50年単位でやってきた。こ
の20世紀の最後の四半世紀に先進
国を中心に長寿の普遍的獲得があっ
た。人生の標準単位が50年から80

年、90年に変わるということは、教
育制度から労働システムから、男女
の在り方から、家庭の営み方から、
大きく変える要因になります。
　家族や地域のシステムも新しい長
寿型文化をつくらなければならない
ところにいる。人生は長くなり、子
どもの数はそう大勢産まなくてい
い。そうすると男女の生き方は相対
的に接近してきます。子育て後が長
くなって、定年後の夫婦の第二幕は、
30年もあるわけです。ここをどう
いい夫婦をやっていくかということ
は、ご先祖の文化遺産として残って
いない。人生100年時代の初代の私
たちが新しい文化を形成していかな
ければならないのですね。
　そんな中、人生50年型の性別役割
分業で人は果たして幸せな老後が送
れているのでしょうか？生活自立ス
キルなく、すべて妻任せであった男
性が早く要介護になってしまうとし
たら、みんなが保険料を払い、税金
を払っているこの社会保障制度にお
いても大きな社会的損失だと思いま
す。
福島　やはりその寝たきりになる前
の段階でご飯がつくれるようになる
ことは必要ですよね。
樋口　そうですね。以前、大分県の
ある地域で研究者が調べたところ、
やはり男の人も料理を習う、リハビ
リ的な予防の運動などをするなど、
そういう介入をしたグループの方が
ずっと要介護から遠かったというこ
とです。

　2007年愛媛医学会賞に選ばれた
研究（藤本　弘一郎　愛媛県総合保
健協会医長）によると、松山市近郊
の60～ 84歳の男女3,100人の健康・
家族関係を調べ、5年後に追跡調査
を行った。この間に亡くなった男
女約200人と生存者を比較分析する
と、75～ 84歳の女性は、夫がいる
場合の方がいない場合に比べて死亡
リスクがなんと約2倍に高まってい
ます。一方、男性は妻がいる場合の
方がいない場合比べて死亡リスクが
約半分に減っています。（※）
福島　ケアしてくれる人がいないか
らですね。
樋口　担当の藤本医長によると「夫
の依存が妻に負担をかける。夫が家
事などを覚えて自立することが必
要」だそうです。これは人生50年、
60年時代は絶対に見えてこなかっ
た風景で、この長寿社会において性
別役割分業は夫婦関係をあやうくし
ていると同時に社会的損失につなが
るわけです。
福島　だから、やはり男女共同参画
社会をあらゆる面で実現しなくては
いけないですね。
　本日は、ありがとうございました。

1

樋口　恵子／ひぐち・けいこ
　評論家。時事通信社などを経て評論活動
に入り、女性、教育、高齢社会問題などを
中心に幅広く評論活動を行う。2003年まで
東京家政大学教授（現　同名誉教授）。NPO
法人高齢社会をよくする女性の会理事長。
男女共同参画推進連携会議議員。
（※）出典　朝日新聞1988年11月29日朝刊
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　平成21年12月19日（土）、女子差別撤
廃条約採択30周年を記念して、「女性首
長大集合！～地域・子育て・男女共同参
画～」を開催しました。
　全国の1,842地方自治体の中で、地域
の行政の最高責任者として、29名の女性
首長が活躍していますが、まだまだ非常
に少ない状態です。今回の会合は、全国
の女性首長が初めて集まるものであり、
女性の視点で地域社会をより良いものに
していこう、もっと意思決定の場や政治
の場に女性の参画を進めようというメッ
セージを社会に広く発信する目的で開催
されたものです。
　会合には、福島みずほ内閣府特命担当
大臣の呼びかけにより、北海道から沖縄
県まで22名の首長が集まりました。会場
には約180名の方にご参加いただき、内
閣府地下講堂も満席となりました。

　会合では、各首長から、4分間ずつメッ
セージをいただきました。地域の待機児
童の解消のための保育所整備や、子育て
支援のためのネットワーク作りなどの子
育て支援策、男女共同参画、NGOや地
域住民との協働による街づくりなど、力
を入れている取組の紹介のほか、自治体
のユニークなPRや、国の政策への意見
もありました。さらには、首長自身が政
治家に立候補することを決意した経緯の
エピソードや、政治家は女性の持つ優れ
た共感力や日常生活での経験を生かせる
仕事であり、殊に市長や町長は住民の皆
さんと共感しながら働ける本当に楽しく
すばらしい仕事なので、会場の女性の皆
さんにも是非挑戦してほしいというメッ
セージもありました。
　2時間の間、休憩なく、内容の濃いメッ
セージが続く会議となりましたが、各首
長の個性と魅力あふれるお話によって、
最後まで、熱気と真剣さがあふれ、ユー

モアに富んだお話には、和やかな笑いも
起こりました。

　また、「大集合」を記念して、参加首
長一同と福島大臣による宣言をまとめ、
福島大臣、高橋はるみ北海道知事、東門
美津子沖縄市長、太田貴美京都府与謝野
町長から発表しました。

宣言（抄）

一　女性の活躍で、社会を変えよう！女
性も男性も一人ひとりが生き生きと
活躍し、暮らせる社会を目指します。

一　意思決定の場にもっと女性を！政
治、経済、社会、文化などあらゆる分
野における意思決定過程への女性の
参画を拡大します。

一　地域から加速しよう！男女共同参画
や、子育て支援など身近な問題に積極
的に取り組み、暮らしやすい地域社会
を目指します。

　一般参加者のアンケートでは、44％の
方から「非常に有意義」、41％の方から
「有意義」との回答をいただき、また、
・もっと長く話を聞きたかった。
・各首長が魅力的。その頑張りはすがす
がしく、勇気・元気をもらった。

・非常に有意義で、続けてほしい。
・意思決定の場における女性の参画を強
力に進めてほしい、男性の意識も女性
の意識も変えていくことが重要。
などのコメントをいただきました。

※会合の詳細は、内閣府にも掲載する予
定です。http://www.gender.go.jp/

Part 1

女性首長たちが大集合

福島大臣のあいさつ

行政施策トピックス

T O P I C S
女性首長大集合！
～地域・子育て・男女
共同参画～

内閣府男女共同参画局総務課
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　「新たな経済社会の潮流の中で
生活困難を抱える男女」について
は、昨年3月に「とりまとめに向け
た論点整理」（『共同参画』第12号：
2009年4月号掲載）を公表し、9月
には、施策の現状や今後の取組の方
向性も記述したうえで、一般からの
ご意見を募集しました。
　今般、それらの結果を踏まえて最
終報告書をとりまとめましたので、
生活困難の実態と背景、今後の取組
と課題を中心にご報告します。

1．問題意識と調査のねらい
　単身世帯やひとり親世帯の増加な
ど家族の変容、非正規労働者の増加
など雇用・就業をめぐる変化、定住
外国人の増加などにみられるグロー
バル化など、新たな経済社会の潮流
を背景に生活困難が幅広い層に広ま
り、加えて、昨今の金融危機に端を
発した経済・雇用情勢の急激な悪化
によって、生活困難を抱える人々が
更に生み出されているものと考えら
れます。こうした状況の中で、男性・
女性それぞれの生活困難リスクを明
らかにし、状況に応じた効果的な取
組の方向性を明らかにすることをね
らいとして調査を実施しました。

2．生活困難の実態
【生活困難層の増加】
　経済的に困難な状況を、平均的な
所得水準の半分（文末（注）参照）
以下で暮らしている人がどの程度い
るかを示す相対的貧困率（以下、「貧

困率」）によって見ます。厚生労働
省が昨年10月に公表した資料による
と、全体の貧困率は1998年の14.6％
から2007年には15.7％へ、子ども（17
歳以下）では13.4%から14.2％へと
いずれも上昇しています。

【女性の生活困難の状況】
　男女それぞれに年齢層別に推計し
た貧困率をみると、ほとんどの年齢
層で、男性よりも女性の貧困率が高
く、その差は高齢期になると更に拡
大する傾向にあります（図表1）。
　さらに世帯類型別にみると、高齢
者や勤労世代の単身世帯で貧困率が
高く、なかでも女性の方が厳しい状
況にあることが分かります。また母
子世帯の貧困率が高く、その影響は
母子世帯の子どもにも及んでいま
す。

【生活困難の複合化、固定化、連鎖】
　今回の調査では、支援機関・団体
へのヒアリングも実施しましたが、
それらの内容から、一人の生活困難
者に複数の要因が影響している（複
合化）、一旦生活困難な状況になる
と長期にわたり抜け出せない（固定
化）、生活困難な状況が次世代に受
け継がれる（連鎖）といった状況の
存在が指摘されました。
　例えばDV被害者は、身体的・精
神的被害に加えて、加害者の追跡か
ら逃れつつ、新たな住まいや就業先
の確保、離婚や子どもの養育等複数
の課題に向き合わなければなりま

せん。こうした状況に加え、仕事を
探しても不安定・低賃金な仕事が多
く、多重就労を余儀なくされるなど、
様々な困難が複合的に影響している
ことが少なくありません。
　また、困難な状況にある家庭のも
とで育った子どもは、その不利を補
う家族や地域のサポート等の社会資
源を持ちにくいという状況があり、
より困難な状況に陥る可能性があり
ます。

3．生活困難の背景と
　 男女共同参画を巡る問題
【女性が生活困難に陥る背景】
　固定的性別役割分担意識が十分に
解消されておらず、仕事と生活の調
和（ワーク・ライフ・バランス）の
浸透や支援策が不十分な現状におい
て、女性は、育児や介護などで就業
を中断しやすい状況にあります。
　また税制・社会保障制度の影響に
よる就業調整の影響などもあり、女
性は、相対的に低収入で不安定な非
正規雇用につきやすいという就業構
造があります。さらに、このような
若い時期からの働き方の積み重ねの
結果として女性の年金水準等は低
く、高齢期の経済的基盤が弱いとい
う問題もあります。
　女性に対する暴力も、女性の自立
を困難にする大きな要因です。女性
に対する暴力は女性の自尊心や心身
を傷つけ、自立に向けた就業や社会
参加を一層困難なものにしていま
す。

新たな経済社会の潮流の中で
生活困難を抱える男女について
新たな経済社会の潮流の中で生活困難を抱える
男女に関する監視・影響調査報告書より

特集

内閣府男女共同参画局調査課
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　これらの女性の生活困難の背景
には、男女共同参画社会の実現が道
半ばであるという問題があります。
「男は仕事、女は家庭」という固定
的な性別役割分担意識は、女性の若
い時期からのキャリアに対する考え
方に影響を与え、選択肢を狭めてい
る可能性があります。また、結婚後
夫へ生計を依存しているような場合
には、例えば配偶者である男性の雇
用不安によって家庭に困難が生じた
り、離婚等に際し、女性が自立の困
難に陥りやすいなどの問題となって
現れます。

【男性特有の状況】
　一方で、男性特有の生活困難な状
況も見られます。父子世帯や一人暮
らしの高齢男性の地域での孤立や、
「男性が主に稼ぐべき」といった男
性役割のプレッシャーが、厳しい状
況にある男性をより困難な状況に追
い込んでしまっているという懸念が
あります。例えば、男性の非正規労
働者の有配偶者の割合が低いことに
ついて、経済的に安定しないことが
結婚を阻害する一因になっていると
見られています。また、40代～ 50
代の男性で「経済・生活問題」を原
因・動機とする自殺が多いことなど
も、男性役割のプレッシャーの影響
であるとの指摘もありました。

【非正規雇用と女性の生活困難】
　学歴での不利が職業の選択を限
定し、低収入となってしまいがちな

　男女共同参画会議は、去る11 月26日、監視・影響調査専門調査会が公
表した「新たな経済社会の潮流の中で生活困難を抱える男女」に関する監視・
影響調査報告書をもとに、生活困難を抱える人々を支援するため、政府に
取組を求める意見決定をしました。
　本稿では、報告書で明らかになった生活困難を抱える男女の状況と共に、
意見として決定された政府が講ずるべき施策の概要を紹介します。

data

図表1　年齢階層別・男女別：相対的貧困率
　　　（平成19年）
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図表2　年代別・世帯類型別：相対的貧困率
　　　 （平成19年）
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状況がありますが、男女別に若年層
（20－24歳層）の正規従業員の比率
をみると、平成4年から平成19年に
かけて、男性でも女性でも学歴に
よって就業の状況の差が開き、中学
卒業者や高校卒業者の状況が厳しく
なるなか、特に女性により厳しい影
響が及んでいます（図表3）。
　また多くが母子家庭であるひとり
親世帯の貧困率をみると、働いても
貧困から抜け出せないという日本特
有の状況があります（図表4）。こ
の背景には母子世帯の就労率は約
85％と高いにもかかわらず、臨時・
パート等非正規雇用が多くなりがち
で、約7割が年間就労収入200万円
未満（平成17年1）という状況があ

ります。母子世帯では子育てを一人
で担うという責任と経済的な困難に
直面するリスクとをあわせ抱えてい
ると考えられます。

4．今後の取組と課題
　以上で見てきた男女それぞれの状
況や生活困難の実態などを踏まえ、
今後の取組に当たっての考え方と4
つの課題ごとの方向性をとりまとめ
ました。

【考え方】
　まず重要なのが、何らかの困難な
状況を抱えつつも、個人の適性や能
力に応じた自立を実現していくため
にも、男女共同参画社会の実現が欠
かせないという視点です。家庭や地
域における男女共同参画、女性が働
きやすい就業構造への改革、女性に

対する暴力の防止と被害者支援など
の推進は、生活困難の防止の視点か
らも不可欠です。
　2点目は、社会システムの再構築、
中でも、セーフティネットの再構築
が必要であるという点です。
　3点目は、個人のエンパワーメン
トを図るという視点です。ここでの
“エンパワーメント”とは、その人
自身が自尊心を回復し、持てる力を
引き出して自己決定できる状態を目
指す過程のことを指しますが、特に
精神的な回復が必要な人々に対して
は、その回復を支援する仕組みが必
要です。
　4点目は、生活困難の次世代への
連鎖の断ち切りが必要との視点で
す。

1

1「全国母子世帯等調査」（厚生労働省、
　平成18年度）

図表3　若年人口（20-24歳層）に占める
　　　 正規従業員の比率（男女別）
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【当面の課題】
　4つの分野にわたり、今後政府が
構ずるべき施策を示しています（図
表5）。

　若年期は、自らの人生を選択し
キャリアを形成していく上での価値
観や能力を育む重要な時期です。初
等中等教育段階からの一貫したキャ
リア教育・職業教育を推進します。
また学校における進路指導や就職指
導、女性のライフプランニング支援
では男女共に経済的に自立していく
ことの重要性が伝えられることが求
められます。
　一方、ニートや引きこもりなど困

難を抱える若者に対しては、精神的
な回復が必要な場合には必要な支援
を提供し、就業による自立支援に加
え、日常生活の自立や社会的な自立
を、幅広いネットワークによって支
援する施策を更に進めます。
　DV被害当事者への支援の充実
としては、平成21年5月に総務省が
行った勧告に従い、通報及び相談の
効果的な実施、就業支援施策の実績
の把握、公営住宅の入居に関する広
報や都道府県への要請など必要な措
置をとります。
　高齢者に対しては、平成20年に男
女共同参画会議が決定した意見に従
い、就業促進と社会参加に向けた取
組、経済的自立のための制度や環境
の整備などを引き続き進めます。

　住宅確保のための支援や生活保障
付き教育訓練の機会、緊急の融資制
度など、非正規労働者のセーフティ
ネットの施策を着実に実施します。
また非正規労働者が失業しても生活
の安定が図られ、労働市場へ再参入
する恒久的なセーフティネットの構
築を図ります。また、ポジティブ・
アクションや、労働基準法に定める
男女同一賃金など男女の雇用機会均
等を進める施策を一層強化します。
女性の就業継続や再就職を図り経済
的自立を実現するためにも、男性を
含めた働き方の見直しなど仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ア．自立に向けた力を高める
　　ための課題

イ．雇用・就業の安定に向けた
　　課題

図表5　当面の課題
data

自立に向けた力を高めるための課題

○初等中等教育段階から一貫したキャ
リア教育・職業教育の推進

○学校における進路指導・就職指導や女
性のライフプランニング支援におい
て、男女共に経済的に自立していくこ
との重要性について伝える

○困難を抱える若者支援において、精神
的な回復が必要な場合には、就業によ
る自立支援に加え、日常生活の自立や
社会的な自立を、幅広いネットワーク
によって支援する

○配偶者暴力防止法及び基本方針に定
める施策を対象とし、平成21年5月
26日に総務省が公表した「政策評
価」の勧告に基づく必要な措置を実
施　　　　　　　　　　　　　等

○住宅確保のための支援や生活保障付
き教育訓練の機会、緊急の融資制度
など、非正規労働者のセーフティネッ
トの施策について着実に実施

○非正規労働者が失業しても生活の安
定が図られ、労働市場へ再参入する恒
久的なセーフティネットを構築

○ポジティブ・アクション、労働基準法
に定める男女同一賃金など、男女の雇
用機会均等の推進を一層強化

○女性の就業等の活動に対して及ぼす
影響をできる限り中立的なものとする
方向で税制・社会保障制度の在り方を
検討

○男性も含めた働き方の見直しも含む仕
事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進

○質・量ともに十分な保育サービスや放
課後児童クラブの提供を図る　　等

雇用・就業の安定に向けた課題 安心して親子が生活できる環境づくりに関わる課題 支援基盤の在り方等に関する課題

○生活困難を抱えるひとり親世帯の実情
にあったきめ細やかな支援の提供

○社会的自立が困難な婦人保護施設の
退所者等の日常生活への援助、社会
的な自立支援などきめ細かい支援

○父子家庭に対し世帯や子どもの状況
に応じた支援。手当ての支給について
検討を進め、地域での孤立の背景にあ
る固定的性別役割分担意識の解消に
向け広報・啓発活動を行う

○子どもをもつ生活困難世帯の経済的困
窮リスクを低減し、次世代連鎖を断ち
切るためにも、女性の就業継続や再
チャレンジが可能な環境整備

○幼稚園・認定こども園・保育園を通じ
た幼児教育の無償化や、高校の授業
料の実質無償化、貸与奨学金だけで
はなく給付型奨学金などを検討

○DVの専門的な知識を持った母国語通
訳者を養成し適切に支援　　　　等

○固定的性別役割分担意識の解消に向
けた効果的な広報・啓発活動を推進

○男女共同参画の視点を活かした課題
解決のための多様な主体の連携・協
働による主体的な取組を推進

○DV被害者支援を含む女性の困難な問
題への支援や若者支援について、既存
制度を活用したワンストップ・サービ
ス化を進める

○支援策が実際に生活困難を抱える
人々が活用しやすいものとなるよう、
必要に応じて制度設計や、必要な手続
き等業務運用の見直しを行う

○生活困難者への支援の形態として、複
数の支援を組み合わせた、地域の実情
に合った支援が望まれることから、多
様な主体間の連携に、引き続き取り組
む　　　　　　　　　　　　　等
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ス）を進め、質・量ともに十分な保
育サービスや放課後児童クラブの提
供を図ります。

　生活困難を抱えるひとり親世帯へ
の自立支援として、子育て・生活支
援や就業支援、経済的支援など総合
的な支援の充実や子どもをケアする
時間の確保など、母子家庭等の実情
にあったきめ細やかな支援の提供を
行います。父子家庭には世帯や子ど
もの状況に応じた支援を推進し、手
当の支給についても検討を進め、ま
た、父子家庭が地域で孤立しやすい
ことの背景にあると考えられる固定
的性別役割分担意識の解消に向けた
広報・啓発活動を進めます。
　生活困難の次世代連鎖を断ち切る
ためにも、女性の就業継続や再就職
が可能な環境整備が必要です。また
幼児教育の無償化や、高校の授業料
の実質無償化、貸与奨学金の導入だ

けではなく、給付型奨学金なども検
討し、教育費の負担軽減を進めます。

　DV被害者支援を含む女性の困難
な問題への支援や若者支援につい
て、既存制度を活用したワンストッ
プ・サービス化を進めます。また、
支援策が実際に生活困難を抱える人
が活用しやすいものとなるよう、必
要に応じて制度設計や、必要な手続
き等業務運用の見直しを行います。
　生活困難者への支援の形態とし
て、複数の支援を組み合わせた、地
域の実情に合った支援が望まれるこ
とから、多様な主体間の連携に引き
続き取り組みます。

【中長期的課題】
　中長期に取組む課題として、図表
6に示された施策が提言されました。
　「生活困難を抱える男女」の問題
は、本年中に策定が予定されている

新しい男女共同参画基本計画の策定
過程においても検討課題となってい
ます。
　報告書の詳細につきましてはホー
ムページをご覧ください。
http://www.gender.go.jp/danjo-
kaigi/kansieikyo/seikatsukonnan/
index.html

（注） 「相対的貧困率」は等価可処分所得（収入
から税・社会保険料を差し引き、社会保
障給付を加えた額を、世帯の人数の平方
根で割って調整した値。世帯構成員の所
得水準を示す。）の中央値の一定割合未満
の所得の人口が全人口に占める割合。一
定割合は50％とすることが一般的。

図表6　中長期的課題
data

○多様な「学び直し」の方法の提供と、「学び直しをした者」を受け入れる

教育や雇用の仕組みの実現

○若年期の妊娠について、母としてだけではなく女性自身のライフステージ

上の課題に着目した適切な支援

○ライフコースの一時点で正規・非正規のどちらを選んでも、その差が固定

化されない労働条件やセーフティネットの再構築

○ＤＶ等暴力の被害者、メンタル面で問題を抱えた人々に対する相談者の専

門性の確立を図る取組

○生活困難を抱える人々の相談や支援業務に関し、効率性のみを重視するこ

となく、経験や専門性が確保・蓄積されていく運営方法の検討

○経済的自立を図った上で、家族や地域とのつながりを維持し深めていけ

る、労働条件や労働環境の実現。生活困難を抱える人々の仕事と生活の調

和への配慮など

○日本で働き、生活する外国人が、社会の一員として日本人と同様の公共

サービスを享受できるような環境整備に向けた取組の一層の推進。特に外

国人の子どもの増加に対応する第二言語としての日本語教育　　　　　等

エ．支援基盤の在り方等に
　　関する課題ウ．安心して親子が生活できる

　　環境づくりに関わる課題
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「男女共同参画の輪をさ
らに拡げよう」第2回私
立大学合同シンポジウム

男女共同参画局推進課

私立大学の代表による共同宣言
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Part 2

女性研究者支援モデル育成
　女性研究者支援モデル育成事業は、大
学や公的研究機関を対象として、女性研
究者が研究と出産・育児等を両立し、そ
の能力を十分に発揮しつつ研究活動を行
える仕組みを構築するモデルとなる優れ
た取組を支援する文部科学省の事業です。
　今回のシンポジウムは、この女性研究
者支援モデル育成事業に採択された大学
のうち私立大学である津田塾大学、慶應
義塾大学、東海大学、日本大学、東京女
子医科大学、日本女子大学、早稲田大学、
上智大学、東京都市大学、東邦大学の10
私立大学により開催されました。各大学
の取組が報告されるとともに、男女共同
参画の輪をさらに拡げるために「男女共
同参画推進のための共同宣言」が採択さ
れました。

企業における男女共同参画
　NECラーニング株式会社代表取締役
社長内海房子氏より、基調講演がありま
した。
　内海氏からは
　・女性の管理職登用のためには、結婚・
出産の時期に女性が退職せず働き続けら
れる環境づくりが必要であること。
　女性を活用しようとする会社の本気度
を示し、研修等を通じ男性管理職に女性
を活用する意識を高めることが重要であ
ること。
　・女性たちもサポート体制や会社の期
待度等に不安を抱えているため、女性た
ちを集めたフォーラムの実施、女性同士
の話し合いの場の設定等も必要であるこ
となどが示されました。
　また、最近は、育児のため休むのでは
なく、もっと働く時間を確保したいと希
望する者が増えているため、女性社員が
働く時間を確保するための支援策を実施

している等のお話しがありました。

私立大学と男女共同参画
　日本私立大学連盟会長・早稲田大学総
長白井克彦氏による特別講演がありまし
た。
　主な内容としては、人口減少社会にお
いて女性研究者・教員の数を増やし、そ
の能力を発揮してもらうことが必要であ
ること。女性研究者支援の対策を講ずる
上で、細かいデータが不足しており、私
立大学全体でデータ把握に取り組む必要
があること。私立大学における男女共同
参画を進めるため、500以上加盟してい
る私立大学連盟全体で、女性研究者・教
員が一層活躍する対策を議論する委員会
を設置していく方向に進んでいる等の話
がありました。

各大学の事例報告
　各大学からも、様々な工夫による女性
研究者支援の取組の報告がありました。
主な取組としては、保育施設の整備・フ
レックス制の導入等の出産・育児に対す
る支援、相談窓口の設置・カウンセリン
グ等の心理面での支援、WEB会議シス
テム等の導入などのネットワーク環境の
整備等です。成果として、女性研究者の
論文執筆数・学会発表数の増加、女性教
員比率の増加、入学志願者数の増加等が
報告がされました。

共同宣言
　最後に、10大学の学長、総長による内
外に向けた取組として、「男女共同参画
推進のための共同宣言」が採択され、福
島男女共同参画担当大臣からの応援メッ
セージが岡島男女共同参画局長から読み
上げられ、シンポジウムは盛況のうちに
終了しました。
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　今回は、2007年10月に男女共同参
画を全学的に推進することを「宣言」
という形で発表した早稲田大学の白
井克彦総長に、大学における男女共
同参画についてお話を伺いました。
－　研究者になられたきっかけは。
白井　私自身は、トップエンジニア
になることを志して電気工学科に入
学しましたが、当時の大学は教員も
設備も十分とは言えない時代でし
た。自分が少しでも役に立つならと
思い大学に残りました。
－　ご専門分野での女性の数は。
白井　もともとこの分野はたいへん
女性が少ないですね。化学や情報系
で少しいたくらいでしょうか。その
傾向はいまでもまだあります。研究
者となるとさらに少ない。私の研究
室でも女性が入るようになりました
が、それでも1割にはいかない。
　理由のひとつとして考えられるの
は、女性の方がライフプラン、キャ
リアプランを現実的に考えているか
らかもしれません。研究者を志すと
なると、大学院を出て実績を上げて
それなりのポジションを得るまでに
かなり時間がかかり、家庭を持つタ
イミングが難しい。それならば、学
部を卒業してすぐ企業などで働い

て、早くキャリアを積んで結婚・出
産をしたいと考えているのかもしれ
ません。
－　男女共同参画宣言、そして男女
共同参画基本計画を策定されました
が。
白井　創立者、大隈重信は女子教育
を重視し、1901年に開校した日本女
子大学の創立委員長を務めました。
本学も1939年には女性を学部正規
生として受け入れ、以後、男女の別
なく大学教育を行ってきました。
　しかしながら、男女共同参画の実
現という観点からみると、まだ多く
の課題が山積しており、私立総合大
学として全国の先駆的役割を果たす
ためにも、2007年、創立125周年を
期に男女共同参画の全学的推進を宣
言したわけです。
　そして、教育・研究活動及び就労
の場における男女共同参画の推進に
必要な各施策を検討すること等を目
的とした男女共同参画推進委員会を
設置し、その議論・検討を踏まえ、
2008年に10年間を目途とする男女
共同参画基本計画を策定しました。
　主な柱として、①教育・研究・就
労の場における男女共同参画を実現
するために、教職員・学生等の人的

構成の男女格差を是正し、大学運営
の意思決定における男女共同参画
の実現をめざす、②教職員・学生等
が、出産・育児・介護と教育・研究・
就労を両立させることができるよう
に、効果的で具体的な措置を講じる、
③男女共同参画社会における学問・
研究が、多様な生の共存に貢献する
ものであることを自覚しつつ、今後
とも、新たな社会の創造に向けた知
の結集・人材の育成をめざす、の３
点を掲げました。
－　大学における男女共同参画につ
いて具体的な取組をお聞かせくださ
い。
白井　大学に限らず、上位レベルの
職位になると女性が少ない。大学に
おいても、現実的には男性支配が根
強いです。大学における評価は、研
究の実績を見れば一目瞭然であり、
そこに男女の区別はないはずです
が、女性の立場から見ればそうは思
えないということがあるかもしれま
せん。人事委員会が男性ばかりで構
成されることも多いですから、価値
判断に影響を与えると思われても仕
方のない面はあります。
　また、特に理工系の場合は、人事
面での評価よりもまず、研究者の数

スペシャル・インタビュー／第16回

私立大学における男女共同
参画推進の取組
～より良い教育・研究環境のために、
大学は何ができるか～ Shirai Katsuhiko
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自体が絶対的に少ないことが問題で
す。せっかく学部の女子学生が増え
てきても、女性研究者のロールモデ
ルが身近になければ不安になってし
まうでしょう。大学からも、将来の
可能性が具体的に示せるようになら
なければいけません。
　本学でも、女性教員比率は、大学
全体として数値目標を掲げて実現す
べき重要課題であるにもかかわら
ず、残念ながら現状は微増でしかあ
りません。その理由のひとつとして、
やはり女性研究者そのものが少ない
ということがあげられます。本学が
男女共同参画の推進を掲げ、施設・
設備や制度の整備・充実を図る地道
な取組を始めた理由はここにありま
す。
　具体策としてはまず、ワークライ
フバランス・サポートセンターを設
け、教職員・学生、特にキャリア初
期研究者のキャリア形成支援および
教職員・学生の研究・就労・就学と
ライフイベントとの両立支援を目的
に、情報提供、相談、交流会などを
実施しています。サポートセンター
や推進室事務所には、授乳・搾乳室
も設置しているんですよ。
　また交流会での声から、教員が産

休等を取得した際の代替員確保の費
用を全学予算から支出する仕組を作
りました。若手研究者が安心して産
休を取得できる環境整備の一環で
す。
　さらに、今後の取組のひとつとし
て、若手教員・研究者の情報・人材
提供の拠点となるような制度の策定
を考えています。また、未来の科学
者を養成するためにも、男女を問わ
ず中高生の潜在能力を発掘し、それ
を伸ばす仕組作りも重要ですね。
－　平成18年度から科学技術振興費
のモデル事業に取り組まれました。
白井　モデル事業の成果かはわかり
ませんが、ありがたいことに女性研
究者は増えました。革命的に増えた
とまではまだまだ言えませんが。
　私としては、社会全体としてまず
子育て中の女性に課している労働が
重すぎる部分もあるのではないかと
思うので、もっとフレキシブルな働
き方が提示できればよいのではない
かと考えています。そしてそれは大
学という場ではさほど難しくはない
のではと思うのです。
　本来、保育所の整備やワーク･ラ
イフ･バランスというのは、当たり
前の話であるのに、現状では不十分

なわけですが、通勤時間の問題も大
きいのではないでしょうか。私は、
職住接近というのが、実はかなり効
果的ではないかと考えています。い
くら保育所を作っても、通勤に時間
がかかるのでは負担はあまり減りま
せん。職場近くに家族寮を増やすの
もひとつの方法ですが、都心では難
しい。しかし、研究機関などは必ず
しも都心になくても良いわけですか
ら、郊外や地方で職住接近の施設を
作っていければ、子育て中の家族に
とって快適な環境となるのではない
でしょうか。制度も大事ですが、イ
ンフラももっとシステマティックに
整備すべきです。
　また、給与は夫婦別々に考えるの
が普通ですが、子育ては家族という
チームで行うもの。家族単位で収入
を考えて子育て期を乗り切る制度が
あると良いのではないかとも考えま
す。
－　最後に、研究者をめざす女性に
対するメッセージをお願いします。
白井　自分の希望や夢を失わないで
ほしいと思います。時には我慢も必
要かもしれない。でも、学問の場で
は男女は関係ない。それを信じて努
力を継続することが何より大切です。

しらい・かつひこ／
　1963年早稲田大学理工学部電気工学科
卒。同大学院理工学研究科修士課程、博士
課程を経て、73年工学博士を取得。75年
教授となる。専門は知能情報学。早稲田大
学事務システムセンター所長、教務部長、
国際交流センター所長、副総長を歴任し、
2002年11月より現職。09年3月より日本私
立大学連盟会長を務める。

白井 克彦
早稲田大学
総長

どんな状況でも、夢はあきらめないで。学問の場では、男女は関係ない。それを信じて努力してほしい。
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Part 3

　内閣府では、毎年、政治、行政、司法
等の様々な分野における女性の政策・方
針決定過程への参画状況等について直近
のデータを収集し、取りまとめています。
昨年12月に公表した本年度の調査結果
の概要をご紹介します。

1．女性の政策・方針決定
 　参画状況調べ
　全体として、政策・方針決定過程への
女性の参画の拡大は緩やかです。各分野
において「2020年30％」の目標（「2020
年までに、指導的地位に女性が占める割
合が、少なくとも30％程度になるよう期

待」）を達成するには更なる努力が必要
です（図1参照）。
　項目別に見ると、民間企業や公務員に
おける女性管理職比率は依然低い状況で
す。また、経済団体、職能団体における
女性役員比率も低くなっています。
　一方で、国家公務員Ⅰ種試験等事務系
区分採用者に占める女性割合が昨年4月
に初めて3割を超え、また、医師、歯科
医師、研究者などの専門的職業従事者に
おける女性割合も比較的高くなってきて
います。今後はそれぞれの分野での登用
が望まれるところです。
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図1　各分野における「指導的地位」に女性が占める割合（抜粋）
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2．国の審議会等における
 　女性委員の参画状況調べ
　国の審議会等における女性の登用につ
いては、平成18年4月男女共同参画推進
本部決定により、政府全体として、女性
委員の割合が平成22年度末までに少な
くとも33.3％、平成32年までに男女いず
れかが10分の4未満とならない状態に、
女性専門委員等の割合が平成22年度末
までに20％、平成32年までのできるだ
け早い時期に少なくとも30％となるよ
う努めるという目標が設定されていま
す。
　平成21年9月末現在、女性委員の割合
は33.2％と目標まであと一歩となってい
ますが、女性専門委員等の割合は16.5％
と目標に比べて低い状況にあります。

3．地方公共団体における
 　男女共同参画社会の形成又は
 　女性に関する施策の推進状況

　全体としては、多くの地方公共団体に
おいて、着実な前進が見られます。
　男女共同参画に関する計画は、全ての
都道府県及び政令指定都市において策定
済み、市（区）は90.7％と高く、町村は
35.3％となりました。
　男女共同参画に関する条例について

は、46都道府県及び全ての政令指定都
市において、また、市（区）町村では
24.0％が制定しています。
　また、都道府県の審議会等委員の女性
登用比率は、平均28.0％、政令指定都市
29.0％、市（区）町村23.3％となりました。
　一方、地方自治体の女性管理職（本庁
の課長相当職以上）比率は、都道府県で
平均5.7％、政令指定都市8.6％、市（区）
町村9.3％となりました。10％を超える
自治体が575ある一方、女性管理職が1
人もいない自治体が450もあるなど、自
治体間に格差が見られます。

　詳しい調査結果については、下記
URLを御覧下さい。
◆女性の政策・方針決定参画状況調べ
《http://www.gender.go.jp/research/
sankakujokyo/2009/index.html》
◆国の審議会等における女性委員の参画
状況調べ

《http://www.gender.go.jp/research/
ratio/singi211211.pdf》
◆地方公共団体における男女共同参画社
会の形成又は女性に関する施策の推
進状況

《http://www.gender.go.jp/research/
suishinjokyo/suisin-index.html》

図2　国の審議会等における
　　　 女性委員の参画状況の推移
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アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）
ハイレベル政府間会合
　平成21年11月16日（月）～ 18日（水）、
バンコク（タイ）のアジア太平洋経済
社会委員会（ESCAP）本部において、
「ESCAPハイレベル政府間会合」が開催
されました。本会合は、平成7年に北京
で開催された第4回世界女性会議で採択
された「北京行動綱領」及び平成12年に
ニューヨーク国連本部で開催された国連
特別総会「女性2000年会議」成果文書
のアジア太平洋地域における実施状況の
レビューを行い、その報告を以って、本
年3月1日～ 12日にニューヨーク国連本
部で開催予定の第54回国連婦人の地位
委員会（通称「北京＋15」）に貢献する
ことを目的に開催されました。
　会合には、40の国・地域、17の国際
機関・組織そしてNGO等が出席しまし
た。我が国政府代表団として、目黒依子
国連婦人の地位委員会日本代表・上智大
学名誉教授を始め計10名が出席しまし
た。
　会合では、我が国も含む各国代表や国
際機関・組織、NGO代表等によるステー
トメントの発表、パネル討議等が行われ
ました。目黒代表は11月16日にステー
トメントを発表し、「北京行動綱領」実
施のために取られた過去5年間の我が国
の取組を紹介するとともに、男女共同参
画社会の実現に向けた施策の更なる推進
のため、第3次男女共同参画基本計画を
検討中である旨も述べました。
　会合の成果文書として、「北京＋15に
向けたバンコク宣言」が全会一致で合
意採択されました。目黒代表がラポル
トゥールに選出され、「宣言」の作成及
び採択に主要な役割を果たし、そのリー
ダーシップは各国及びESCAP事務局に
高く評価されました。

「「北京＋15」に向けて－アジア太平洋経
済社会委員会（ESCAP）ハイレベル政
府間会合等を受けて－聞く会」
　平成21年12月16日（水）、内閣府地下講
堂にて男女共同参画推進連携会議主催の
「「北京＋15」に向けて－アジア太平洋経
済社会委員会（ESCAP）ハイレベル政府
間会合等を受けて－聞く会」が開催され、
関係省庁、NGO等が参加しました。
　本年が「北京行動綱領」採択15周年で
あることから、今次「聞く会」では、有
馬真喜子ユニフェム日本国内委員会理事
長から、「「北京＋15」に向けて：これま
での国連の動きと日本の男女共同参画」
と題し、国連婦人の地位委員会（CSW）
の設立やCSWへの日本の参加の経緯、
1975年の国際婦人年以降の男女共同参画
に関する国連の動きとそれにあわせた日
本の動きについての講演がありました。
　また、目黒依子国連婦人の地位委員会
日本代表・上智大学名誉教授から、11月
にバンコクで開催された「ESCAPハイ
レベル政府間会合」の報告がありました。
最後に、原ひろ子JAWW（日本女性監
視機構）代表・城西国際大学客員教授か
ら、「ESCAPハイレベル政府間会合」に
先だって、10月22－24日にケソン（フィ
リピン）で開催された「アジア太平洋
NGOフォーラム�on�北京＋15」につい
て、フォーラムで採択された「最終宣言」
や日本からの若い女性の参加等の報告が
ありました。また、「北京＋15」に先だっ
て、本年2月にニューヨークで開催予定
の「Global�Beijing＋15NGO�Forum」
についての紹介もありました。
　アジア太平洋経済社会委員会
（ESCAP)ハイレベル政府間会合の詳細
については、男女共同参画HPをご覧く
ださい。
　http://www.gender.go.jp/fujin_chii/
　escap_meeting2009.html ステートメントを発表する目黒代表（中央）
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T O P I C S 4
ESCAPハイレベル政府
間会合と「北京＋15」に
向けた「聞く会」

男女共同参画局総務課



コラム

17

Kashima Takashi

赤松良子賞の受賞と女子差別撤廃条約
男女共同参画会議議員
実践女子大学人間社会学部教授 鹿嶋 敬

　国連が女子差別撤廃条約を採択したの
は1979年12月18日の第34回総会だった。
同総会に日本代表として出席していたの
が当時の国連公使・赤松良子さんである。
それから30年後の昨年12月13日、私は
その赤松さんから国際女性の地位協会・
第13回赤松良子賞をいただいた。
　同賞は国連公使を退任後、労働省婦人
局長、ウルグアイ大使、細川内閣での文
部大臣などを歴任された赤松さんの基金
を基に1997年に創設された。私の受賞
理由は女子差別撤廃条約、男女雇用機会
均等法、男女共同参画社会基本法の普及・
啓発にかかわり、「さまざまな方面で活
躍する女性たちに大きな力と勇気を与え
た」というもの。男性の受賞者は私が二
人目だそうである。
　たいした貢献などしていないことは受
賞者本人が一番自覚しているが、女子差
別撤廃条約の採択30周年、さらには男女
共同参画社会基本法の制定・施行10周年
という節目の年に賞をいただいたことを
素直に喜んでいる。そして何といっても
赤松さんは、私が新聞記者時代に取材で
大変お世話になった人である。
　女子差別撤廃条約採択後の男女平等の
軌跡は、赤松さんの歩みに重なる。国連
公使の任を終え、労働省婦人少年局長に
就任したころから雇用平等法（法案がで
きる前は、一般的にこう呼んだ）の取材
も過熱した。平等法ができれば社会が変
わるという女性たちの熱い期待の一方で、
そんな法律ができたら女性が会社を辞め
なくなり、人件費が経営を圧迫して国際
競争力を失うと経済界は反対し、ついに
は日本がつぶれるという亡国論まで登場、
雑誌等をにぎわした。労働省内（当時）
の一部からは私に、特ダネ提供を条件に

「平等法をつぶす記事を書いてほしい」と
いう働きかけまであった。そうした声を
抑え、制定にこぎつけたのは赤松さんと
いうバランス感覚に富んだ先見性のある
事務局のトップがいたからである。
　均等法以後は、私の取材対象は男女共
同参画社会基本法に移り、その制定・施
行に至る過程を見てきた。2005年に大学に
移ってからは、男女共同参画会議議員とし
て“内”から基本法を支える立場になった。
　女子差別撤廃条約の何が画期的かとい
えば、前文にうたう、完全な平等の達成
には「男子の伝統的役割を女子の役割と
ともに変更すること」の一文に尽きる。性
別役割分業の否定を言っているのである。
あらゆる分野に、男女が対等に参画する
必要性を訴えているのだ。そして採択後
30年が過ぎた今、その理念を発展させた
形で男女共同参画社会基本法が存在する。
　だが、なかなか理念通りには事が運ば
ない。昨年11月の男女共同参画会議で鳩
山総理も認めているように、男性の意識
などはまだ「世界の平均から遠いところ
にある」。国連の女性差別撤廃委員会か
らは昨年8月、一言で言えば日本は男女
平等化のスピードが遅いというお叱りに
近い最終見解も寄せられた。こうした注
文にどう応えるかが、30年が経過した現
在の課題だろう。
　赤松さんは壇上で私に、「元気を出し
なさい」という趣旨の言葉もかけてくれ
た。2008年5月に結納をすませたばかり
の娘をボリビアでの交通事故で失った。
今も絶望から立ち直れない私への配慮が
身にしみた。男女平等に思いを寄せてい
た最愛の娘の遺志に沿うためにも、絶望
の淵から立ち上がり、男女共同参画社会
の形成という課題に尽力したい。

かしま・たかし／日本経済新聞に入社後、編集局生活家庭部長、編集局次長兼文化部長、編集委員、論説委員等を経て、
2005年より実践女子大学人間社会学部教授。男女共同参画会議議員、ワーク・ライフ・バランス推進会議及びワー
キングウーマン・パワーアップ会議代表幹事なども務める。著書に『恵里子へ　結納式の10日後、ボリビアで爆
死した最愛の娘への鎮魂歌』（日本経済新聞出版社）『男女共同参画の時代』（岩波新書）など。
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地域戦略としてのワーク・ライフ・バランス

職育近接の環境
　WLBを判断する上で、様々な指標が
ある。今回取り上げる島根県は、通勤時
間全国一短く（総務省『H15年住宅・土
地統計調査』）、所定外労働時間が少ない
（全国3位、厚生労働省『H19年毎月勤労
統計調査』）。また、週60時間以上働く労
働者の割合も全国で最も低い（厚生労働
省『平成19年就業構造基本調査』）。
　一方で、所定内労働時間が長く、有給
休暇の取得率が低い。中小企業が多い地
方の特徴が最も顕著に出ている自治体と
言える。以下、長岡塗装店（松江市）を
例に、中小企業のWLBを考えてみたい。

3Kから『3恵』へ
　2008年、内閣府の「子どもと家族を
応援する日本」総理大臣表彰の選定委員
の一人だった筆者が印象深く感じたの
は、受賞企業4社のうち最も企業規模が
小さい長岡塗装店の取組だった。
　十数年前、同社は、いわゆる「3K」
と揶揄される業種特性もあって、人材の
確保・定着はとても深刻な課題だった。
一人前の塗装職人になる前に、若年従業
員の多くは離職していく状況だった。
　こうした課題に直面し、同社の古志野
純子常務は、従業員一人ひとりの顔を脳
裏に浮かべて、仕事に集中できる環境作
りを進めていった。具体的には、①子ど
もの病気などによる看護のための有給休
暇取得（子ども一人あたり5日間、30分
単位で可能）②本人・配偶者へ出産祝金
10万円支給③保育料の1/3を補助④育児
のための始業・終業時間の繰上げ、繰下
げ⑤育児短時間勤務制度の導入（個別の
事情に応じて30分から1時間半まで勤務
時間短縮を認める）⑥子育て中の女性、

妊婦のための休憩スペースの整備。
　また、介護関連では、①家族の介護サー
ビス利用費用の1/3を補助②家族介護の
ための始業・終業時間の繰上げ、繰下げ
制度導入。
　さらに、あらゆる年齢・属性の従業員
にとって働きやすい環境を模索してき
た。
　このような取組の結果、長岡塗装店は
大きな経営効果をあげている。①若年従
業員の定着率は著しく向上②資格を取得
する従業員の急増（平均で一つ以上の資
格取得）③ベテラン従業員から若年従業
員への技能継承も円滑に進んだ。
　同社の質の高い仕事ぶりは、発注元か
らも高く評価されており、島根県から施
工優良工事表彰を授与され、県の建設業
者のランキング制度でも、上位に入って
いる。従業員22人の企業規模にしては、
異例の快挙だ。こうした顧客からの高い
評価に加えて、国や県からの表彰、マス
コミで取り上げられるなどの宣伝効果も
あり、同社は不況の中でも着実に成長を
続けている。
　古志野常務は、休暇取得や勤務時間短
縮は会社にとって三つのメリットがある
と話す。
　第一に、代行する人に引き継ぐために
は、作業の「マニュアル化」が必要だし、
お互いを思いやる職場風土が作られる。
　第二に、代行する中で業務の無駄を発
見でき、効率化につながる。
　第三に、代行した人は新しい経験をす
ることで成長できる。
　「3Kから『3恵』（従業員満足度、顧客
満足度、企業業績の三面で恵まれる職場）
へ」の成功は、地方の中小企業を勇気づ
けると思う。

あつみ・なおき／東京大学法学部卒業。複数のシンクタンクを経て、2009 年東レ経営研究所
入社。内閣府・少子化社会対策推進会議委員、ワーク・ライフ・バランス官民連絡会議委員、「子
どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議点検・評価分科会委員を歴任。

先進自治体⑨
島根県

Atsumi Naoki

株式会社東レ経営研究所ダイバーシティ＆
ワークライフバランス研究部長 渥美 由喜
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　内閣府では、少子化施策の立案・見
直しに反映させるために、平成21年10
月、インターネット調査を実施しました
（※）。調査では、「結婚意向と就労状況」
について、いま話題となっている「婚活」
などの質問も盛り込んだところ、興味深
い結果が得られました。結婚と「働き方」
には密接な関係があるようです。
●未婚者の4人に1人が「結婚するつもり
はない」
　将来も「結婚するつもりはない」と回
答した人は未婚者の4分の1に達してい
ます。
　就労形態も加味すると、男性は、正規
従業員では結婚意向は高いのですが、そ
れ以外の非正規従業員、その他の有識
者、無職の方では意向が低く、その差が
大きくなっています。一方女性は、正規、
非正規従業員では大きな差がありません
が、その他の有職者及び無職の方に結婚
意向の低い人が多い（約4割）結果となっ
ています。
●「適当な相手にめぐり合わないから」
　「結婚するつもりはない」、と答えた
理由としては「適当な相手にめぐり合
わないから」が約6割と圧倒的に多く、
次いで「自由や気楽さを失いたくな
い」（32.9%）、「結婚後の生活資金不足」
（29.6%）等と続きます。
　そして理由の３位には、男女の違いが

表れました。男性では「結婚資金、結婚
後の生活資金の不足」の経済的な理由を
挙げているのに対し、女性では「自由や
気楽さを失いたくない」と生活スタイル
を理由としています。

結婚と「働き方」―有識者の視点から
　「『婚活』時代」の著者でジャーナリス
トの白河桃子氏は、「男性は、自分の収
入だけでは豊かな生活を築けないと自覚
し、妻に仕事を続けて欲しいと思ってい
る。つまり専業主婦を望む声が減った。
また、恋愛で傷つくのが怖いからと自分
から動かず、受け身の人が増えている。」
と分析されています。
　また、「『男が働き、女が家庭を守る』
というこれまでの昭和的結婚観では、も
はや相手は見つかりません。女性が『相
手が好きだから私も働こう』と考え、男
性も育休取得するなど、家庭に参画でき
るようになれば、少しずつ晩婚化・非婚
化が解消され、少子化の改善に繋がって
いくのではないか。」と、結婚に対する意
識の転換の必要性を述べられています。
　少子化の一因である晩婚化・非婚化。
働き方の見直し等により、ワーク・ライ
フ・バランスを積極的に推進することが、
結婚しやすい環境作り、ひいては少子化
対策に結びつきそうです。

http://www8.cao.go.jp/shoushi/
cyousa/cyousa21/net-riyousha/
g-mokuji-pdf.html

内閣府仕事と生活の調和ホームページ
http://www8.cao.go.jp/wlb/
e-mailmagazine/backnumber/002/
syousai.html

仕事と生活の調和推進だより⑮

図表　あなたは、将来結婚したいと思いますか。
　　　あてはまるもの１つを選んでください。（単一回答）

data

※「その他の有職者」は、「自営業・自由業」、「家族従業・内職」、「その他の仕事」を含む。
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すぐにでも結婚したい ２～３年以内に結婚したい 結婚するつもりはないいずれは結婚したい

内閣府仕事と生活の調和推進室

（※）�インターネット等による少
子化施策の点検・評価のた
めの利用者意向調査

調査対象：全国20歳以上49歳未満
の男女10,054人
※性・年代、未既婚、子どもの有
無、居住地の人口規模等�を考慮
して割付
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　国立大学は平成16年度に法人化して
以来、学長の強力なリーダーシップの下
に様々な改革を進めてきました。近年は
就職支援・キャリア支援についても様々
な取組があり、学生の職業選択時におい
て就職後のキャリアや人生がイメージで
きるように、幅広な情報や示唆を得られ
る機会の提供がなされています。

広島大学の取組
　広島大学では、法人化時に学生就職セ
ンターを前身とした「キャリアセンター」
を設置しました。キャリア関連教養科目
の設置やキャリアガイドの配布により低
学年次からのキャリア意識の形成に取り
組んでいます。
　また就職活動をスタートさせる学部3
年生と修士課程1年生向けには、学生が
主体的に自分のキャリアについての示唆
を得られるようなセミナー等を行ってい
ます。
　まず、「卒業生によるキャリアセミ
ナー」を23回、「学内セミナー」を102
社分開催します。公務員セミナーを含む
こうしたセミナーが昨年10月から2月後
半まで連日続きます。学生にとって、特
に卒業生の「生の声」を聞くことができ
るため、本セミナーは魅力的な情報源と
なっています。
　次に、平成20年度より本学学生を対象
とした「合同企業キャリアセミナー」を
年に2回学内で開催しています。今年度
は東京に本社を構える大手の120社が出
展してくれました。学生は広島にいなが
ら多くの情報を得られ、交通費負担の軽
減につながることから、毎回、多くの学
生が参加しています。
　広島大学では、現在のところ女子学生
に限ったキャリア指導は特に行っていま
せんが、教員が担当する講義、ガイダン
ス、個別相談の中で女性のキャリア形成

について理解してもらうように配慮して
います。特に、広島大学は国立大学のな
かでも女子学生比率（約38％）が高め（国
立大学全体での女子学生比率は34％）と
いうことから、今後の課題として検討し
ていきたいと考えています。

お茶の水女子大学の取組
　お茶の水女子大学では、働く力（持続
して働き続ける力、マネジメント力）の
育成を目的として、平成20年度から「出
る杭を育てる」タイアップ・キャリアセ
ミナーを実施しました。
　学内での2日間の事前研修を行い、主
要企業の人事や女性社員活躍の現状と
課題について、学生によるプレゼンテー
ションを行い、「女性が活躍するために
必要なこと」に関する議論を深めました。
　本番となる2日間の合宿には27名の学
生が参加しました。講師には、企業の第
一線で活躍している女性を迎え、キャリ
アパスなどについてのディスカッション
を行いました。さらに、女性活躍の現状
と課題、リーダーとしての必要な能力等
の高め方についての講義や、参加学生が
作成したキャリアプランの発表・ディス
カッションを行う研修など、いずれの内
容も講師と参加学生による対話型・参加
型の講義で、実践的な研修となりました。
　学生のアンケートでは、「キャリアに
対する意識が高まった」、「働くことへの
意欲が高まった」などの感想が寄せられ、
また、講師をお願いした企業の方からも、
「大変意味のある取組である」、「学生が
積極的で私自身も勉強なった」などの声
がありました。参加者双方に有意義な機
会となり、次年度以降も発展的に継続し
て行う予定です。

女性のライフプランニングに資する大学の取組③

文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課

～広島大学・お茶の水女子大学～
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仙台市
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男女共同参画の一層
の推進に向けて
DV防止と被害者支援への取組
　仙台市では、DVに関する市民の意識
と実態等を把握し、DVの防止及び被害
者支援に役立てるために、せんだい男女
共同参画財団と共同で「配偶者やパート
ナー等との間における暴力に関する調
査」を平成20年度に実施しました。（市
民3,000人を対象とするアンケート調査
及び暴力被害を受けた経験のある女性へ
の個別面接調査）
　調査結果からは、①女性の2割以上が
身体的な暴力を受けた経験があること、
②男女の役割分業に肯定的な人は加害経
験が多い傾向がみられること、③被害者
の子どもへの影響が大きいこと、④対策
として医療機関等の関係機関との連携が
必要なこと等がわかりました。
　これらの調査結果等も踏まえて、平成
21年3月にいわゆるDV防止法に定める
基本計画としても位置づけた「男女共同
参画せんだいプラン〔2009-2010〕」を策
定しました。被害の把握から相談、被害
者保護、被害者の自立支援までの一連の
切れ目のない支援体制の構築を目指して
います。
　また、11月には「ストップ！DVシン
ポジウム」を開催し、DV被害の実態を
伝えるとともに、関係機関の連携により
地域全体でDV防止啓発と被害者の自立
支援に取り組む必要性を強く訴えまし
た。

男女共同参画推進センター
　本市では、男女共同参画を推進する

拠点施設として「エル・パーク仙台」と
「エル・ソーラ仙台」の2館の男女共同参
画推進センターを設置し、講座やイベン
ト等を実施するとともに、市民活動の情
報や場の提供を行っています。11月に
は「出会う　つながる　ふたつの“エル”
で」をテーマに両館を会場として男女共
同参画推進せんだいフォーラムが開催さ
れ、多くの市民グループ・団体が参加し
ました。今後も市民に活動と交流の場を
提供するとともに、企画運営力の向上や
相互のネットワーク形成を支援していき
ます。

ワーク・ライフ・バランスの実現に
向けて
　女性の就業継続や男性の家事・育児
への参加など男女共同参画を進めるた
めにはワーク・ライフ・バランスの実現
が欠かせないことから、企業との連携に
向けた様々な取組を進めています。せん
だい男女共同参画財団と共同で8月には
内閣府のアドバイザー派遣助成事業を活
用したセミナーを開催し、東レ経営研究
所の佐々木常夫社長から「部下を定時に
帰す仕事術」と題して基調講演を頂いた
後、在仙企業3社の事例報告を基にパネ
ルディスカッションを行い好評でした。

　本市の最近の取組をご紹介しました
が、このほか、仕事と子育ての両立支援
等、社会のニーズに応じた施策を行い、
男女共同参画の推進に向けた取組を進め
ています。
（仙台市企画市民局男女共同参画課）
※「配偶者やパートナー等との間におけ
る暴力に関する調査」の報告書は仙台市
のHPで公開しています。

　仙台市は、本州の北東部に位置し、人口百万人を有する東北地方最大の都市です。1601 年、伊達政宗公によっ
て雄藩の城下町として開かれ、「東北地方における経済、行政の中枢都市」として発展してきました。「杜の都」と
呼ばれる豊かな自然環境、「学都」と呼ばれる高度な研究開発機能、そして力強い市民活動の広がりをもったまち
であり、将来にわたり良好で美しい環境や活力を持続できる都市を目指しています。

セミナー「経営戦略としてのワーク・ラ
イフ・バランス」

参画フォーラム「交流ひろば」

ストップ！DVシンポジウム
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平和堂のワークライフ
バランスの取組
　弊社のお客様は女性が多く、また社員
も8割が女性という点から、従来より「女
性の活躍が企業の繁栄」との考えがあり
ました。1991年に、子育て支援の制度
を含む「ゆとりライフ制度」が制定され、
2001年には、教育人事部内に「機会均
等推進チーム」（2007年よりワークライ
フバランス推進チーム〈以下、WLB推
進チーム〉に改名）が発足しました。そ
れを機に、仕事と家庭の両立がしやすい
支援策の拡充を図り、制度の見直しなど
に積極的に取り組んできました。

2007年くるみんマーク取得
　2005年には、WLB推進チームが中心
となり、次世代育成支援対策推進法／一
般事業主行動計画に基づく取組（第1期）
に着手し、さらに、仕事と家庭の両立支
援を、会社がサポートするために、現状
の「ゆとりライフ制度」を見直し、育休・
時短期間の延長などの改訂を進めまし
た。その他、男性の育児休業取得の促進、
多様な働き方に合った労働条件の整備や
女性管理職育成の環境づくりにも取り組
みました。その結果2007年5月に、滋賀
県企業初の認定（くるみんマーク取得）
を受けることができました。現在、第2期
の行動計画に取り組んでいます。

ゆとりライフ制度利用状況について
　弊社のワークライフバランスの取組の
大きなポイントとなる「ゆとりライフ制
度」は、2008年度に、出産者の95%以上
が育児休業制度を利用し、約30%の方が
育児短時間勤務制度を利用しています。

特に、子供が2歳まで休職できることと、
小学校4年生になった4月15日まで短時間
勤務が利用できることが、女性の勤続年
数の増加（男性17.3年、女性11.5年）とキャ
リアアップの意欲を支える役目を果たし
ています。また、2004年に男性社員に育
児の経験・育児への関心を促すことを目
的として新設された「配偶者出産休暇制
度」は、今年までに81名の社員が取得し
ています。

女性管理職育成
～キャリアアップセミナーの実施～
　多様な人材が意欲と能力を発揮できる
よう、職場環境の整備や人材育成に取り
組んでいます。2002年より女性管理職
を育成することを目的とした「キャリア
アップセミナー」には、これまでに272
名が参加しました。「基礎編」では、幅
広く主任層を対象とし、仕事と家庭の両
立をしていくために、今までのキャリア
の見直しと、今後の自分の目標とアク
ションプランを様々なカリキュラムを通
して計画していきます。
　また、本年度より資格等級上位者の女
性を対象とした「中級編」を実施し、14
名が受講しました。意見交換を通して不
安や悩みを解決し、ひとつ上の職位の次
長・バイヤークラスを目指す挑戦意欲向
上を図るカリキュラムとなっています。
　女性管理職（次長以上）の比率は、2.7%
とまだまだ低い数字ですが、その下の主
任クラスは2002年から15％増えており、
その母体は確実に育っています。
　今後もWLB推進チームが中心となり、
従業員にとって働きがいのある職場環境
づくりに取り組んでいきます。
（教育人事部　WLB推進チーム担当）

会社概要／株式会社　平和堂
●本部所在地：滋賀県彦根市小泉町 31 番地●創業：昭和 32 年 3 月 1 日●事業内容：総合小売業●店舗数：124
店舗●従業員数：正社員 3,487 名（男性　2,364 名　女性　1,123 名）パート社員 10,922 名（2009 年 11 月現在）

2007 年「均等両立推進企業表彰（ファ
ミリーフレンドリー企業部門）滋賀労働
局長優良賞」

平和堂キャリアアップセミナーの様子
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1 厚生労働省

平成22年度「均等・両立推進企業表彰」候補
企業募集中
　厚生労働省では、ポジティブ・アクションを推進して
いる企業、仕事と家庭の両立支援に取り組んでいる企業
を表彰しており、現在、平成22年度各賞候補を公募して
います。企業の皆さまの積極的なご応募をお待ちしてい
ます。
1　表彰の種類
◇厚生労働大臣最優良賞
◇均等推進企業部門（厚生労働大臣優良賞、都道府県労
働局長優良賞、都道府県労働局長奨励賞）
◇ファミリー・フレンドリー企業部門（厚生労働大臣優
良賞、都道府県労働局長優良賞、都道府県労働局長奨励
賞）
2　応募用紙・実施要領：都道府県労働局雇用均等室で
配布するほか厚生労働省ホームページに掲載していま
す。
3　応募方法：都道府県労働局雇用均等室あて郵送また
はFAXで応募。電子申請による応募も可。
4　応募期間：平成22年1月1日～ 3月31日（当日消印有効）
5　問合せ先：都道府県労働局雇用均等室
※詳しくは…http://www.mhlw.go.jp/general/seido/ko�
you/kintou/koubo.html

News

� 内閣府

男女共同参画推進連携会議・愛媛大学との
共催で男女共同参画推進セミナーを開催

　12月7日、「仕事と生活－
その調和的バランスを考え
る」と題した男女共同参画
推進セミナーが開催されま
した。
　まず、京都大学大学院教

授の伊藤氏から「男女共同参画時代のライフデザイン」
を演題に基調講演が行われました。
　その後、「ワーク・ライフ・バランス社会の実現に向
けて�－『働くこと』と『子育て』－」をテーマに、伊
藤氏に加え、松山東雲短期大学教授の桐木氏、愛媛大学
教授の土屋氏・宮崎氏をパネリストにディスカッション
が行われました。会場の参加者からも、医学部に設置さ
れた保育所の効果や、4人の子どもを育てている職員の、
仕事との両立に関する経験談等の紹介がありました。
　また、聴衆応答システムのリモコン「クリッカー」を
用いて、「男女共同参画を推進することにより職場は働き
やすくなるか？」「ワーク・ライフ・バランスの実現を最
も妨げているのは？」等の質問を参加者へ投げかけるこ
とにより、参加者の男女共同参画に対する意識をリアル
タイムで確認でき、一体感のあるセミナーになりました。

News� 内閣府News
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男女共同参画推進連携会議・群馬大学との共
催で家族心理シンポジウムを開催

　11月21日、家族心理シン
ポジウムが開催されました。
　まず、東京大学大学院特
任教授の亀口氏から「家族
ライフサイクルと子育て支
援」と題した基調講演が行
われました。

　その後、群馬大学大学院教授の懸川氏のコーディネー
トのもと、亀口氏に加え、東京家政大学教授の相馬氏、
LLPファミリーサポート桜代表の小松氏をパネリストに
ディスカッションが行われました。ディスカッションで
は、心理学、カウンセリングの視点を取り入れて、家族
のライフサイクルに応じた子育てサポートのあり方につ
いて議論されました。
　100名を超える参加者より、「パネリストによる多方面
の事柄を聞くことができてよかった。」「家族療法の考え
方、実践への適用の仕方等、即戦力になる話が参考になっ
た。今後も是非セミナーに参加したい。」「自らも子供が
おり、シンポジウムで得たものを身に付け、子育てと仕
事の両立に生かしていきたい。」等の感想が寄せられまし
た。

男女共同参画推進連携会議の開催について
　12月7日、首相官邸において、第27回男女共同参画推
進連携会議全体会議が開催されました。
　今回は、8月の議員改選後初めて開催されたものであ
り、冒頭で、議長・副議長が互選されました。
　その後、男女共同参画関連施策に係わる最近の動きを
内閣府から説明し、続けて、「国・地方連携会議ネットワー
クによる男女共同参画・子育て支援推進事業」を内閣府
と共催した団体の議員が、その報告を行いました。
　会議の後半では、福島大臣・泉大臣政務官の出席のも
とで、男女共同参画の取組について、各団体から発言が
あり、活発な情報交換・意見交換がなされました。
　福島大臣は「男女共同参画と少子化とワーク・ライフ・
バランスの3つが緊密な関係にあり、今の日本のさまざ
まな問題点を解決するには、男女共同参画を進めること
がやはり大きな鍵ではないかと心から思っています。連
携会議はいわば国民的取組の中核としての役割を担って
いる場であり、それぞれの分野において活躍されている
議員の皆様には、幅広い視点から大いに議論し、取組を
推進されますよう、期待しています。」と挨拶がありま
した。
　詳細はウェブサイトのこちらのページをご覧下さい。
　http://www.gender.go.jp/
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男女共同参画推進連携会議・（社）国際女性
教育振興会・同福島県支部との共催でセミ
ナーを開催

　12月19日、「カエル！　ふ
くしま�ワーク・ライフ・バ
ランス実現のために～EU圏
での外国女性の働き方を参
考にして～」と題したセミ
ナーが開催されました。
　冒頭に、主催者の（社）

国際女性教育振興会会長の鍵山祐子氏からの挨拶の後、
フィリピン・ナショナル銀行第1上級副頭取のイサベリタ・
マナラスタス-渡辺氏による「外国人女性から見た日本・ア
ジア・ヨーロッパの諸問題」、上智大学総合人間科学部教育
学科教授の渡辺文夫氏による「日本人から見たアジア・ヨー
ロッパの諸問題」と題した講演がそれぞれ行われました。
　その後、同振興会研修担当副会長の錦織淑子氏が、「広
い世界における講師の体験やお互いを尊重しあうコミュニ
ケーションは、ワーク・ライフ・バランスの根幹であり、
私たちの生き方に大きな指針となる」と講評しました。
　会場からは、フィリピンの農村女性の経済的格差の活発
な質問等があり、吹雪にもかかわらず、参加された方々は、
講演内容に共感した様子でした。

News � 内閣府

2010 APEC女性リーダーネットワーク
（WLN）会合日本開催
　WLNは1996年以降毎年APEC議長国で開催されており、
APEC加盟の21の国と地域の産業界、学界、行政、民間団体
等の女性リーダー500人程度が参加し、ネットワークを築く
会合です。APECへの政策提言の場であるとともに各国女性
の国際的な情報交換の場です。本年は我が国初の開催とな
り、現在、実行委員会を設置して9月中旬に東京での開催に
向けて準備を進めているところです。全体テーマは「女性
による新たな経済活動の創造－人・自然・文化を活かす－」。

Info

� 農林水産省

「第23回農山漁村女性の日記念の集い」開催
　「農山漁村女性の日」は、多くの方に農山漁村におけ
る女性の役割を正しく理解して頂くとともに、女性の能
力発揮を促進することを目的として定められ、女性達の
学習や交流の機会として、農山漁村における女性の経営
参画・社会参画の推進に大きな役割を果たしています。
　本年度は、「次世代へつなげよう豊かなふるさと－共
同参画でめざせ農林漁業・農山漁村復権－」をキャッチ
フレーズに、23回目となる記念の集いを開催します。
　当日は、起業活動等で活躍している女性達や若手女性
の表彰、農山漁村における男女共同参画を表現した写真
を表彰するフォトコンクールの他、食品ジャーナリスト�
金丸弘美氏による地域力を活かした食による地域再生の
事例報告会や株式会社資生堂代表取締役副社長�岩田喜美
枝氏による講演会などが予定されています。農林水産業
関係者に関わらず、多くの方に聞いて頂きたいと考えて
います。詳細は、以下のHPをご覧下さい。
　http://www.weli.or.jp/event/josei.html
　日時：平成22年3月10日（水）10：00～ 16：00
　場所：よみうりホール（東京都千代田区）

Info� 内閣府

男女共同参画推進連携会議・NPO法人日本
BPW連合会との共催でシンポジウムを和
歌山市で開催

　12月19日、「落語で聴こう
「ワーク・ライフ・バランス」」
＆シンポジウム「『私らしく生き
る』ために」が開催されました。
　第1部では、弁護士の渥美
雅子氏が高座名「渥美右桜

左桜」で創作講談「万葉のナイス・パパ�山上憶良」を、落
語家の桂幸丸師匠が創作落語「幸丸流�ワーク・ライフ・バラ
ンス�野口英世の母�野口シカ物語」を熱演、好評を博しました。
　第2部では、日本BPW連合会理事長の松原敏美氏のコー
ディネートにより、渥美雅子氏に加え、和歌山県商工労働
部労働政策課主査の下村修氏、元内閣府男女共同参画局長
の名取はにわ氏、東レ経営研究所ダイバーシティ＆ワークラ
イフバランス研究部長の渥美由喜氏によるパネルディスカッ
ションが行われました。
　「今こそ、男性のチャレンジを！」「ねばならない『have�to』
から自ら…したい『want』へ」「仕事を持つ女性の70％が出
産退職する現状は『日本経済にとってモッタイナイ』」等のパ
ネリストからの発言に、100名を超える会場からは拍手がわき
上がりました。

News

Info

男女共同参画宣言都市奨励事業（島根県江津市）
日時：平成22年3月6日（土）13：00～ 16：00
場所：江津市総合市民センター（江津市江津町1110－17）
主催：内閣府、江津市、
　　　江津市男女共同参画のまちづくり実行委員会
内容：男女共同参画都市宣言文群読、内閣府報告、
　　　記念講演�等　　※手話通訳、要約筆記あり
参加方法：申込不要（託児を要する場合は要予約）
問合せ先：�江津市総務部人権啓発センター
　　　　　男女共同参画推進係　　TEL�0855-52-1018



Relay Talk Editor's Note

リレートーク

Relay Talk 1

旭川女性会議　会長

東郷 明子
　男女共同参画の“まちづくり”を目指し
て15年、5周年の模擬市議会は百人近い市民
実行委員会を作って学習、手話通訳を入れ
た議会で質問された学校給食食器の問題は
それ以後、毎年市と話し合いを続け改善に
至りました。また議員となった女性の20％

に当たる4名が現在議員として活躍しています。10周年に
はスローフードをテーマに地元の農業高校生、旭川女子
短大の学生を巻き込み、全国的に有名な旭川動物園で手
作りクッキーやカレードッグを売りました。この経験か
ら彼らは学校行事として販売が恒例となっています。ま
た、市民への試食会で協力いただいた農家の女性と彼女
たちの育てたお米を“ときめき米”と名づけて私の考案
したパッケージで販売しています。その中に入れている
動物園シールも好評です。これからも“共同参画”をテ
キストとして各地の情報を得ながら学習と実践を続けて
いきたいと思っております。

Togo Meiko

Relay Talk �

宮崎県男女共同参画センター�所長

北波恭一郎
　著書や弁護士活動などから推察し、最適
任者である福島みずほ氏が男女共同参画担
当大臣に就任され喜んでおります。また本県
出身ということも重なり、男女共同参画の推
進に大いに弾みがつけばと願っています。
　「おとなしい」といわれる県民性ですが、

チャレンジする女性の模範としても、ますます活躍される
ことを祈念しています。
�さて、全国で一番小さい？私どものセンターに、福島氏
の蔵書が18冊ありましたので早速「福島みずほコーナー」
を設置しました。近年は読書離れが指摘されますが、この
コーナー設置を契機に図書利用増を期待するところです。
　一方私は、日夜“男女共同参画セールスマン”として県
内を廻らせていただいています。しかし、まだまだ性別役
割分担意識が根強い土地柄、こちらは早く温暖化したい
ものです。特に男性に第2ステージをどう勧めていくか手
腕が試されるところでしょう。

編集後記

　昨年の12月19日、女子差
別撤廃条約採択30周年を記
念して開催された「女性首
長大集合!～地域・子育て・
男女共同参画～」は、参加
首長一同と福島大臣による
宣言をまとめ、発表しまし
た。
　実は、今回の会合は、全
部手作り。一般参加者募集
のチラシ、当日配布のプロ
グラム、資料、横断幕に至
るまで、内閣府職員が作っ
たもの。当日は土曜日とい
うこともあり、運営も職員
総出で分担。
　一般参加者の方からのア
ンケートでは、ほとんどの
方から高い評価を受け、事
務局としても胸をなでおろ
したのですが、横断幕が人
によって書かれたもので非
常に味があって良かったと
いう感想が印象的でした。

（編集デスク　M.T）

【お詫び】
　12月号p.17の取組事例ファ
イル「静岡市」において、
川内ゆうじ氏による第1回
シンポジウムポスターと男
女共同参画情報誌「Pas�à�
pas」13号表紙の画像が入
れ替わっておりました。お
詫びして訂正いたします。
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